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の閉塞状況と彼等の焦燥感が端的に表現されている．
4　社会経済政策の展開と計画構想
　パキスタン運動の過程で連盟の支持者は急速に増え，1944年の党員数は公称で200万人に達し
た．1927年の1330入と比較するならばその躍進振りが窺えよう．また表5によって1937年と46年
の州議会議員選挙の結果を比較してみても，獲得議席数は108から428へと4倍近くに達し，ムス
リム分離議席総数の87．0％を占めるに至っている．もちろん両選挙とも宗教・人種・隣体別の分
離選挙で，しかも財産・納税額・教育による綱限選挙であって，有権者は成人人口総数の約25％
でしかなかったが，連盟の影響力の増大はとくにムスリム多数派州において著しい．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22
表5　イギリス頷州議会議員選挙の結果（1937年，1946年）
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　こうした連盟の「大衆化」は社会経済政策にも反映し新たな展開をもたらした．1943年12月に
開かれた連盟カラーチー大会はパキスタン地域における国家主導の工業化，初等教育の無料化，
土地制度の改華，地代・土地保有権の安定化，農業改良，労働条件の改善，金貸し業の規制を内
容とする社会経済闇発5力年計画を作成するため計画委員会を設置することを決議し，その任命
の権限を議長ジンナ～に委ねた36）．1937年10月のラクナウー大会決議と比べて注貝されるのは，
国家主導の工業化と土地改革の方錯を初めて打ち出したことである．大会の雰囲気も一変してい
た．決議案の提出者Z．頁．ラリーは，羅有塵業の設立は労働者の正当な権利を護るためであり，
また大地主階級を廃止して農民の権利を保護する土地改革が必要だと提案理由を述べた3η．　「連
盟は地主，ザミーンダール，ジャーギールダールたちの組織ではなくて労働君や農民のために奉
仕する団体であることを一般の人々に示すべきだ」3S）との賛成意兇も出されて，決議は満場一致
で採択された。
　連盟が5力年計画委員会設置決議をあげるに至ったi謹接の理由は，パキスタン地域とみなすイ
ギリス領6州のうち，敷務長官州であって州麟治を認められていないバルーチスターンを除く5
州において，単独もしくは連合の形で政権を撮当するまでになっていたからで，会議派が1937年
州議会議員選挙後8州で政権を担当するようになってから，1938年10月の州政府工業大臣会議で
」．ネルー（J．Nehru）を委員畏とする計爾委員会の設置を決めたのと事情は似ている．会議派は
颪ちに委貴会の人選を終え岡年12月から活動を朋姶したが，連盟は大幅に遅れた，大会決議では
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1944年6月までに計画委員会が連盟運営委員会に中間報告書を提出することになっていたが，ジ
ンナーはようやく問年8月になってハイダラーバード藩王国のアリー・ナワーズ・ジャング（Ali
Nawaz　J鋤g）を委員長とし，アリーガル大学のA．　B．　A．ハリーム（A．　B．　A．　Halim）を事務局長
とする23人の計爾委員会を任命した．同委員会は9月初めに15の分科会に分かれて作業を闘始し
た．ジンナーは，委員の人選に際しては出身地よりも能力を重視したと述べているが，そのため
かムスリム多数派州からはカルカッタの大実業家アフマド・イスファハー＝一（Ahmad　lsfahani），
パンジャーブ大学のM．A，フサイン（M．　A．　Husai11），北西辺境州の連盟指導者A．　R．ニシュタ
ル（A．R．　Nishtar）など5入だけだったが，ハイダラーバード藩王閣からは委員長を含めて5人
と，地域的に不均等であった．
　この計醸委員会のその後の活動については不明な点が多いが，連盟系英語紙ilドーン』にょっ
て遽跡してみると，1945年7月初めまでに各分科会での報告書作成の作業は完了し，第4回ボン
ベイ会議でハリーム事務局長を長とする最終報告書起草委員会が設置された．そして同年末まで
に計爾委員会は最終報告書を完成して連盟議長と運営委員会に提出し承認をえることになってい
fa　39》．しかしその後報告書が完成されたか，連盟が公式の場で承認を与えたかはまったく確認で
きない．インド。パキスタンの分離独立の手筈を定めた「マウントバッテン案」を連盟評議会が
受諾した田の翌日つまり1947年6月10日の『ドーン』紙は，「いまこそ計爾を」と題する論説の
なかで「連盟計爾委員会はすでに多くの有益な調査作業を終えているが，権力移譲の醸にパキス
タン政府が密國の経済的潜在力を明確に杷握できるようにするためにもっと奮起すべきだ」と訴
えているが，岡年8月15日付の同紙の『パキスタン独立特集』に掲載された「パキスタンの工業
化計画」は，東ベンガル州政府工業局のM．A．アーザム（M．　A．　Azam）が会議派圃家計画委暴
会の報告書を下敷にして書いたもので，連盟計爾委員会のものではなかっだo）。
　連盟計爾委員会の活動が滞り，計画構想が不明確のまま陽の騒をみることがなかった最大の原
因はパキスタン運動の最終段階における植民地インド政治の目まぐるしいばかりの急展闘にある
としても，ここでもやはり連盟指導層とくにジンナーの「ムスリム民族主義」の基本戦略を読み
とることができる、計画委員会は1945年7月までに，パキスタン地域の計画構想の基本的な柱と
して，1）すべての生産。分配・運輸・通信手段の国有化・集団化，2）国家による新規産業の劇設
と自然資然の開発，3）すべての者に対する雇用と経済的賃金の確保，4）義務教育の無料化，5）医
療・保険制度の拡充の方針を決めて作業を進めており，ハリーム事務局長は委員会決定として，
計画の基本原則は「所得の向上と利潤動機の掛除」に基づくドイスラム的計爾」だとの新聞発表
を行っている41），しかしジンナーはすでにふれた同年11月のAP通儒記者会見においてパキスタ
ンの経済体制としては主要な産業・公益事業は「社会化」すると述べ，混合経済体制を示唆して
いるにすぎない42＞．計覇委員会の急進的な「イスラム的計画」構想とは裏腹に，そのころジンナ
ー が努力を集中したのは自分と親密な間柄にあるイスファハーニー，アーダムジー（Adamji），ハ
ビープ（Habib）などムスリム大実業家の協力で「ムスリム民族産業」を育成することであった．
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1944年末にムスリム商工会議所連盗が設立され，その後建国までにオリエント航空りムスi］ム商
業銀行，ムハンマディー汽船，イースタン連合保険が誕生した．
　このようにジンナーは連韻の「大衆化」の波が「ムスリム民族主義」の域を越えないように細
心の注意を払い，イクバールが訴えたような「上流階級か大衆か」の選択をついにすることはな
かった．しかしムスリム艮衆の生活の現場により近い州連盟のレヴェルでは，その州の支持届の
性格がかなりはっきりと社会経済政策に反映されている．前述のように，パンジャーブ州連盟は
1946年州議会議員選挙に向けた綱領で，ムスリム民衆を代表する政党として反連合党の「大衆路
線」を強調する祉会経済政策を掲げた．左派のダニヤール・ラティーフィー（Danial　Latifi）が
中心になって起草したといわれるこの選挙綱鰹は，1）計薩的工業開発によって各入に雇用を確保
し，後進地域を開発する，2）基幹塵業はすべて国有化し，民間藍業は圏家計爾で指導する，3）一
般民衆の福祉のために独占・特権屡は抑制する，4）労働時聞の短縮，最低賃金法の実施，工場法
適用の厳格化，団結権・団体交渉権・ストライキ権などの労働者の諸権利を実現する，5）小土地
所脊者・農民・農業労働者のための農業開発計爾を実施する，6）金貸し・商人から農民を保護し，
非農業者だけでなく農業者への土地移転をも抑鰯するため土地所有を制限する，7）小作農の耕作
権を保謹し，小作料を適正化する，8）農業労働者に工場労働者と岡様の保護描麗を爽施し，強制
労鋤・強制賊課を廃止する，9）行政改革で浪費的支出を削減し，地税を累進化する，10）靭等教
鳶を義務化し，高等教育を改革すると約束した43）．
　一方書記長アブル・ハーシム（Abui　Hashim）が「革命的大衆運動」になったと自負するベン
ガル州連盈至は，その選挙綱領案で社会経済政策として，1）すべての地代取得麟を廃止し，地代の
標準化，不議な賦課・駅立ての廃1Lを行う，2）農業生塵・流通の協岡組合化を促進する；大規模
灌概調発を実施する，3）すべての基幹塵業は圏有化し，すべての独占とくにジュート工業の独占
を擁徐する；工業化と問蒋に村落工業の振興をはかる，4）労働者に最低生活賃金，失業保険，老
齢年金，労働基本権を保証し，1臼8時聞労働とする，5）初等教育は義務化し無料とする，6）村
落復興・食糧増産・物資隠退蔵摘発運動を直ちに関始する，7）戦後に総合的社会経済開発計顧を
実施し，社会の民主的改造をはかるなどのかなり急進的な改華を主張していfc　44）．この綱領案に
は州首相カージャー・ナージムッディー一ン（Khw批ja　Nazimud｛lin）を中心とする右派が反発し，
結局パキスタン要求とムスリムの大同団結を訴えた綱領に変更されたことはすでに指摘したとお
りである．
　両州の選挙綱領もしくは綱領案において基幹産業の顛有化と計画的工業化を強調している点は，
1940年代に根次いで発表された会議派その他の計爾構想に共通した特徴であり，ムスリム企業
家が工業部門への進出で立ち後れている状況では当然の帰結であった，しかしパンジャーブ州連
盟が地主・上閥禽営農民を基盤とする連合党を激しい表現で攻撃しながらも土地改革としては小
作饅保護の主張に止まったのは酉部地方でムスリム地主が強い勢力をもっていたからで，実際選
挙の結果連盟が間州でee－ww’党になったのは連合党のムスリム支持層，とくに地主層に食い込んだ
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からであった45）．長い間同州の政治を支配してきた連合党は10人ばかりの議員を擁する少数政党
に転落してしまったが，会議派と連携して何とか政権を撫当し続けることができた．大地主の多
くがヒンドゥーで占められるベンガルでは，法定地主のザミーンタ㌧ルだけでなく「すべての地
代取得縢」の廃止となると，中聞地主化したムスリム・ジョトダールの権益が侵害されることに
なるので，連盟内右派からも反対の声があがった．選挙の勝利で成立したH．S．スワラワルディ
ー （H．S．　Suhrawardi）を首班とする連盟政権は，翌1947年1月に刈分小作農の追い立てと小作料
を規制するベンガル刈分小作暫定規制法案と，岡年4月に永代ザミーンダーリー制度を廃止し，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
ザミーンダールの家族所有地を10Qビーガー（339エーカー）に舗隈するベンガル領地収用・小作
法案を州議会に上程した．いずれも植民地時代としては他の州に比べて爾期的な土地改革法案で
あったが，前者については連盟内右派と会議派，後者については会議派の反対にあって，独立前
には成立しなかった46）．パキスタン独立後の東ベンガル州の連盟政府が，インドの繭ベンガル州
の会議派政府よりも3年畢い1950年に東ベンガル領地収用・小作法を舗定できたのは，上記の経
過に加えて分離独立晦に多くのヒンドゥーの大ザミーンダールがインドに逃れて反鰐勢力が弱く
なっていたからである．また同時に独立薩前に高揚した刈分小作農のテバガ運動を中心とする農
民閣争の影響を無視することもできない。
　このように中央の連盟はパキスタン要求と「ムスリム民族主義」の枠を逸脱しない限りにおい
て他の政策は州連盟の自主性に委ねたので，州ごとの社会経済政策と計画構想は州レヴェルでの
ムスリムの階級構成と連盟の「大衆化」の性格の違いに応じて異なっている．たとえば，ムスリ
ム少数派州の一つでムスリム大地主が多い連合州では，1946年7月に会議派政権のもとでザミ
ー ンダーり一制度廃止決議が州議会に提出されると，州連盟委員長C．カリークッザマーン（C．
1〈haliquzzaman）は商工業・銀行・保険・不動藍など「私的所有のすべての形態」の廃止を抱き
合わせにした修正案を提出して反対し，結周連盟議員は決議の採択に加わらなかったばかりか，
10月に設置された連合州ザミーンダー一一　V一舗度廃止委員会をもボイコットした47）．同州連盟は土
地改革に関する限りベンガル州連盟とはまったく逆の方向に歩んでいたのである．
結 び
　パキスタン運動における連盟の「ムスリム民族虫義」はムスリム多数派地域を中心にしてイン
ド亜大陸のより広い地域のムス弓ムを引き付け，多様な思想を包み込んでいった．連盟の「大衆
化」の度合に応じて州によっては異体的な国家構想や社会経済政策の展開もみられたが，ジンナ
ー および巾央の連盟指導層は「計画や政策よりもまず圏家を」という基本的戦略を終始貫徹した．
それは地主層とともに連盟支持基盤をなす中間階級・実業家騒の脆弱さの反映でもあった．こう
した戦略はパキスタン運動に多くの階層のムスリムを糾合するうえでは積極的な役割を果たした
ことはいうまでもないが，独立後の国家建設の段階に入るとむしろ負の遺麓となった．
　一方の会議派が，1930年代以降具体的な園家構想と社会経済政策・計画を提示して独立運動を
16
指導し，独立後はそれを基礎にして1950年1月にインド共和国憲法の施行，翌年4月に第一次5
力年計画の実施と，着実に新生圏家としての体制を整え政策を展闘して行ったのとは対照的に，
連盟は多様な期待と願望を抱いて建国を迎えた国民各癬を指導して繭家建設を推進する理念も政
策も組織力もなく，とくに独裁的権限を行使してきたジンナーが1948年9月に死表してからは，
繭家の理念と体制をめぐる世論の対立と政治的混乱のなかで急速に崩壊して行った．1956年3月
に第一次パキスタン・イスラム共和国憲法が成立したときすでに連膿は四分五裂の状態に陥り，
政権撫当の能力を失っていた．社会経済政策についても，独立後の工業化政策の大綱を定めた
1948年4月の政府の塵業政策声明は，政権を盤当する連盟ではなくて覆僚の手で，1945年4月の
植民地インド政府の産業政策決定に準じて作成されたもので，連盟カラーチー大会決議の「幽家
主導の工業化」とは反薄に民間資本主導の工業化と外園資本優遇の方針を打ち出した．1955年4
月に開始された第一次5力年計爾もアメリカのハーヴァード大学の研究者によって作成されたも
のであることはよく知られている．
　以後パキスタンでは今田に至るまで，軍事政権であれ文民政府であれ，時の政権が自己擁護と
権力基盤固めのためにパキスタン運動のイスラム的性絡を思いのままの内容を込めて喧伝するこ
とはあっても，当時の連盟の社会経済政策と計爾委員会の活動は歴史のエピソードとしてさえ語
られることはない．学界においても同様である．
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